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Ⅰ 調査概要 
 

【調査の目的】 

 この調査は、第２次鳥栖市男女共同参画行動計画及び鳥栖市ＤＶ被害者支援基本計

画の施策の実施状況を自己点検し、広く市民に公表するとともに、施策へ反映するた

めの資料とすることを目的としています。 

 

 

【調査内容】 

１ 調査対象 

 第２次鳥栖市男女共同参画行動計画及び鳥栖市ＤＶ被害者支援基本計画に掲げる

９０事業 

  基本目標１ 人権尊重に基づく男女共同参画の意識づくり（１９事業） 

  基本目標２ 男女が生き生きと働きともに支える社会づくり（２１事業） 

  基本目標３ 男女が自立し安心して暮らせるまちづくり（１６事業） 

  基本目標４ 配偶者等に対する暴力の根絶 

「鳥栖市ＤＶ被害者支援基本計画」（２１事業） 

  計画推進体制の整備 （１３事業） 

 

 

２ 調査期間 

 平成２８年３月７日～３月２５日 

 

 

３ 調査項目 

 行動計画及び基本計画に基づく事業について、各担当課において男女共同参画の視

点での実施状況・取組による成果および課題を記載しています。 

 

 

【調査結果の評価方法】 

 各担当課により事業成果及び課題を明らかにした取組状況報告書を作成し、２年に

１度、外部委員会である鳥栖市男女共同参画懇話会から主要事業の評価及び改善策な

どの提案を受けます。 

 平成２７年事業については、男女共同参画行政推進会議で取組状況を報告し、男女

共同参画懇話会において外部評価を実施します。 
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Ⅱ 第２次鳥栖市男女共同参画行動計画及び鳥栖市ＤＶ被害者支援基本

計画の推進状況について 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 主要施策２ 男女共同参画の視点に立った広報・啓発の充実 

 

（１）男女共同参画週間等における特集（具体的施策７） 

①市報掲載  ６月号：男女共同参画週間特集記事の掲載（０．５Ｐ） 

②図書館で特集コーナーの設置（６月４日～７月１日） 

 

（２）男女共同参画啓発事業の実施（具体的施策８） 

①セミナー・フォーラムの開催         

 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

セミナー等数 6 5 7 6 8 

開催日数 10 日 10 日 7 日 6 日 8 日 

参加者数 397 人 268 人 1,397 人 154 人 783 人 

 

（３）男女共同参画に関する情報等の収集及び提供（具体的施策９） 

①川柳・ポスターコンテスト受賞作品（県）の展示を１月５日～１月１５日まで、市

役所市民ホールに展示した。 

②男女共同参画に関する催事や各種情報をホームページに掲載し周知を図った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主要施策３ 男女共同参画を推進する人材の育成 

 

（１）女性人材情報の収集と提供（具体的施策１２） 

①女性人材リストの登録者数               ≪H29 目標：45 人≫ 

 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

登録者数 25 人 23 人 22 人 23 人 24 人 

≪最優秀賞≫ 

柔軟剤 パパ入れすぎよ 良い香り    田中知佐子さん（佐賀市） 

≪優秀賞≫ 

認め合う 男女で拓く いい暮らし    緒方 慶久さん（武雄市） 

存分に 女性議長が 腕振るう      松尾 貞美さん（伊万里市） 

ゴミ出し場 今は男の 社交場      石田 伸弘さん（佐賀市） 

ちょこボラに 行ってきますと 置き手紙 金武  隆さん（佐賀市） 

モテ男子 壁ドンよりは 家事参画    小川 英昭さん（佐賀市） 

基本目標１ 人権尊重に基づく男女共同参画の意識づくり 

  

 平成２７年度の取組概要 

 

１３施策・１９事業を実施した。主な取組状況は次のとおりである。 
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基本目標２ 男女が生き生きと働きともに支える社会づくり 

  

 平成２７年度の取組概要 

 

８施策・２１事業を実施した。主な取組状況は次のとおりである。 
 

 

主要施策１ 政策・方針決定過程での男女共同参画の推進 

 

（１）市の審議会等への女性の参画促進（具体的施策１４） 

①市の審議会・委員会等の女性委員の割合       ≪H29 目標：40％、0≫ 

 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

委員総数 821 人 801 人 872 人 886 人 871 人 

女性の委員数 281 人 278 人 301 人 307 人 279 人 

女性の割合 34.2％ 34.7％ 34.5％ 34.7％ 32.0％ 

女性のいない 

審議会等の数 7 6 6 6 6 

 

 

主要施策３ 仕事と生活の調和を図る環境の整備 

 

（１）多様な保育サービスの提供（具体的施策１７） 

 ①市内保育所における特別保育実施状況 

 
Ｈ23 年度 Ｈ24 年度 Ｈ25 年度 

開園数 利用者数 開園数 利用者数 開園数 利用者数 

一時保育 9 3,123 人 9 2,409 人 9 3,390 人 

延長保育 13 2,591 人 14 3,151 人 14 2,842 人 

休日保育 1 264 人 2 265 人 2 178 人 

病後児保育 1 15 人 1 15 人 1 37 人 

  

 
H26 年度 Ｈ27 年度 

開園数 利用者数 開園数 利用者数 

一時保育 7 2,813 人 8 2,813 人 

延長保育 14 2,646 人 14 2,825 人 

休日保育 2 117 人 1 120 人 

病後児保育 1 26 人 1 32 人 
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②放課後児童クラブ（なかよし会） 

 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

開設小学校数 8 校 8 校 8 校 8 校  8 校 

開設数 13 箇所 11 箇所 13 箇所 14 箇所  17 箇所 

利用者数 511 人 512 人 542 人 591 人  594 人 

開設時間 ～19：00 ～19：00 ～19：00 ～19：00 ～19：00 

その他 
春・夏・冬休み 

4 年生受入 

春・夏・冬休み 

4 年生受入 

春・夏・冬休み 

4 年生受入 

春・夏・冬休み 

4 年生受入 
春・夏・冬休み 

4 年生受入 

 

（２）子育て支援体制の充実（具体的施策１８） 

 ③ファミリー・サポート・センター事業        ≪H29 目標：2,000 件≫ 

 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

利用会員 567 人 605 人 657 人 697 人 788 人 

協力会員 131 人 135 人 139 人 131 人 135 人 

両方会員 106 人 112 人 121 人 125 人 123 人 

利用件数 1,970 件 1,406 件 1,511 件 1,774 件 1,046 件 

 

（３）男性の育児への参加促進（具体的施策１９） 

①男性の育児参加促進 

 
H23 年度 H24 年度 H25 年度 

参加者数 うち男性 参加者数 うち男性 参加者数 うち男性 

ママパパ教室 176 人 74 人 124 人 52 人 138 人 59 人 

ほやほや教室 1,348 人 43 人 1,428 人 55 人 1,325 人 44 人 

ぴよぴよ教室 400 人 5 人 369 人 9 人 505 人 15 人 

 

 
H26 年度 H27 年度 

参加者数 うち男性 参加者数 うち男性 

ママパパ教室 ― ― ― ― 

ほやほや教室 1,411 人 55 人 1,398 人 57 人 

ぴよぴよ教室 505 人 15 人 537 人 21 人 

 

（４）男性の家事能力の向上と参加促進（具体的施策２０） 

 ①男性の家事参加促進（男性の料理教室） 

 H23 年度 H24 年度 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

開催日数 12 日 8 日 20 日 9 日 12 日 

参加者数 149 人 105 人 299 人 190 人 289 人 
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基本目標３ 男女が自立し安心して暮らせるまちづくり 

  

 平成２７年度の取組概要 

 

１０施策・１６事業を実施した。主な取組状況は次のとおりである。 

 

 
 

主要施策１ 個人の自立を支える環境整備 

 

（１） 高齢者の自立と社会参加の支援（具体的施策２４） 

①シルバー人材センターの会員数等           ≪H29 目標：460 人≫ 

 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

男性会員数 256 人 268 人 265 人 

女性会員数 122 人 114 人 118 人 

会員数合計 378 人 382 人 383 人 

利 用 件 数 3,896 件 3,834 件 3,590 件 

 

 

主要施策２ 性と健康を尊重する環境整備 

 

（１） 妊娠・出産・育児期における支援と相談の充実（具体的施策２６） 

 ①母子保健推進員の訪問事業 

 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

母子保健推進員数 64 人 64 人 64 人 

訪問件数 2,511 件 2,515 件 2,732 件 

 

 

主要施策３ 生涯を通じた健康づくりの推進 

 

（１） 生涯を通じた心身の健康支援（具体的施策３０） 

①特定健康診査の受診率                 ≪H29 目標：60％≫ 

 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

対象者数 9,511 人 9,476 人 9,427 人 

受診者数（受診率） 
3,562 人

（37.5％） 

3,547 人 

（37.4％） 

3,486 人 

（37.0％） 

（２） 介護予防の推進（具体的施策３１） 

 ①介護予防教室の開催 

 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

元気づくり教室 216 回（247 人） 156 回（188 人） 156 回（207 人） 

いきいき健康教室 48 回（1,206 人） 96 回（1,165 人） 114 回（1,652 人） 
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基本目標４ 配偶者等に対する暴力の根絶 

  

 平成２７年度の取組概要 

 

７施策・２１事業を実施した。主な取組状況は次のとおりである。 

 

 
 

主要施策１ ＤＶ被害を防止する啓発推進 

 

（１） ＤＶやセクハラ等の防止に向けた意識啓発（具体的施策３２） 

①市報掲載  １１月：女性に対する暴力関連特集記事（０．５ページ） 

②相談カードの配布 市の施設・医療機関へ女性総合相談カードを配布 

③セミナーの開催 中学生を対象にデートＤＶセミナーを開催 

 

 

主要施策２ 相談体制の充実 

 

（１） 女性（母子）に関わる相談機能の充実（具体的施策３４） 

 ①女性相談員による相談件数 

 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

相談件数 112 件 169 件 156 件 

うちＤＶ相談件数 100 件 67 件 74 件 

 

 

主要施策３ ＤＶ被害者の自立支援 

 

（１） ＤＶ被害者の自立に向けた支援の充実（具体的施策３６） 

 ①市営住宅への優先入居等の被害者支援 

 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

相談件数 0 件 0 件 0 件 

 

 

主要施策４ 関係機関の連携・協力 

 

（１） 関係機関との連携の推進（具体的施策３８） 

①会議・研修会参加回数 

 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

担当職員  3 回 5 回 4 回 

婦人相談員 12 回 7 回 6 回 

母子自立支援員  2 回 2 回 1 回 
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計画推進体制の整備 

  

 平成２７年度の取組概要 

 

９施策・１３事業を実施した。主な取組状況は次のとおりである。 

 

 
 

主要施策２ 計画の進行管理 

 

（１） 計画の進捗管理 

 H25 年度 H26 年度 H27 年度 

男女共同参画行政推進会議 1 回 1 回 1 回 
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主要施策３ モデル事業所としての市役所づくり 

（１） 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進（具体的施策１６） 

 ①市役所における育児休業取得者の男女別割合 

 
Ｈ23 年度 Ｈ24 年度 Ｈ25 年度 

取得者数 職員数 取得者数 職員数 取得者数 職員数 

女性 7 人 157 人 3 人 143 人 7 人 160 人 

男性 1 人 275 人 0 人 279 人 0 人 271 人 

合計 8 人 432 人 3 人 422 人 7 人 431 人 

 

 
Ｈ26 年度 Ｈ27 年度 

取得者数 職員数 取得者数 職員数 

女性 6 人 160 人 6 人 159 人 

男性 1 人 264 人 0 人 267 人 

合計 7 人 424 人 6 人 426 人 

※年度をまたいで取得している場合は、初めて取得した年度に計上しています。 

 

 

 ②市役所における介護休業取得者の男女別割合 

 
Ｈ23 年度 Ｈ24 年度 Ｈ25 年度 

取得者数 職員数 取得者数 職員数 取得者数 職員数 

女性 0 人 157 人 0 人 143 人 0 人 160 人 

男性 0 人 275 人 0 人 279 人 0 人 271 人 

合計 0 人 432 人 0 人 422 人 0 人 431 人 

 

 
Ｈ26 年度 Ｈ27 年度 

取得者数 職員数 取得者数 職員数 

女性 0 人 160 人 0 人 159 人 

男性 0 人 264 人 0 人 267 人 

合計 0 人 424 人 0 人 426 人 

※短期介護休暇取得者を除いています。 
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（２） 女性職員の登用促進（具体的施策４６） 

①市役所における女性の管理職登用状況 

 

Ｈ23 年度 Ｈ24 年度 

職員数 
うち女性

職員数 
比率 職員数 

うち女性

職員数 
比率 

部長級 ７人 ０人 ―  ６人 ０人 ― 

次長級 １６人 ０人 － １５人 １人 6.7％ 

課長級 ２６人 ２人 7.7％ ２４人 ３人 12.5％ 

課長補佐級 ４５人 １１人 24.4％ ３７人 ６人 16.2％ 

係長級 ３２人 ５人 15.6％ ４１人 ６人 14.6％ 

 

 

H25 年度 H26 年度 

職員数 
うち女性

職員数 
比率 職員数 

うち女性

職員数 
比率 

部長級 ７人 １人 14.3％ ９人 １人 11.1％ 

次長級 １４人 ０人 ― ６人 ０人 ― 

課長級 ２８人 ３人 10.7％ ３７人 ４人 10.8％ 

課長補佐級 ３５人 ６人 17.1％ ２８人 ５人 17.6％ 

係長級 ４６人 ９人 19.6％ ５０人 １１人 22.0％ 

 

 

H27 年度 

職員数 
うち女性

職員数 
比率 

部長級 8 人 1 人 12.5％ 

次長級 5 人 0 人 ― 

課長級 34 人 4 人 11.8％ 

課長補佐級 22 人 5 人 22.7％ 

係長級 56 人 12 人 21.4％ 

※各年度４月１日現在（教育長を含まない） 
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成果指標及び数値目標 

 

成果指標 策定時（H23） 目標（H29） 

社会全体の中で男女の地位が平等になってい

ると感じている人の割合 
15.8％ 

 
増やす 

「男は仕事、女は家庭」という考え方に同感

しない人の割合 
33.0％ 

 
増やす 

家庭において男女の地位が平等になっている

と感じる人の割合 
30.4％ 

 
増やす 

男性と女性が同程度家事を分担している割合 8.0％ 
 

増やす 

「男女雇用機会均等法」の内容を知っている

人の割合 
41.0% 

 
増やす 

職場において男女の地位が平等になっている

と感じる人の割合 
19.6％ 

 
増やす 

地域・社会活動など、何も参加していない人

の割合 
38.9％ 

 
減らす 

ＤＶの被害経験のある人の割合 33.9％ 
 

減らす 

 

 

数値目標 策定時（H23） 現状（Ｈ2７） 目標（H29） 

男女共同参画に関する講座等の数 6 講座 64 講座 20 講座 

男女共同参画に関する講座等の参加

者数 
397 人 1,985 人 1,000 人 

ファミリー・サポート・センターの

利用件数 
1,970 件 1,046 件 2,000 件 

特定健康診査の受診率 35.5％ 37.0% 60％ 

シルバー人材センターの登録者数 451 人 383 人 460 人 

女性委員のいない市の審議会等の数 ７ 6 ０ 

市の審議会・委員会等の女性委員の

割合 
34.2％ 32.0％ 40％ 

女性人材リストの登録者数 25 人 24 人 45 人 
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基本目標１ 人権尊重に基づく男女共同参画の意識づくり 

主要施策１ 男女共同参画の理解を広める教育・学習の推進 

具体的施策１ 男女共同参画を学ぶ機会の充実 

事業名称／事業内容 担当課 平成 27 年度事業実施状況 成果・課題 

事業番号１ 

人権教育、家事能力

向上・家族の役割と

責任の学習 

 
学校教育課 

●中学校ではキャリア教育の一環や授業の

中で保育学習を行った。 

●小学校では互いに信頼し学びあって友情

を深め男女仲良く協力し助け合うことを

指導した。 

●異性について正しい理解を深め、相手の人

格を尊重することを指導した。 

（成果） 

・保育について実践

的に学べた。 

・男女協力するよう

工夫し、敬称をつ

けて呼んでいる。 

・道徳、保健体育の

授業で実施した。 

 

具体的施策２ 保育・教育関係者の意識を高める 

事業名称／事業内容 担当課 平成 27 年度事業実施状況 成果・課題 

事業番号２ 

教職員の研修の実施

／話し合いの場の確

保 

 

学校教育課 

●市内中学校ではセクハラ相談体制が整備

されている。 

（成果） 

各学校でセクハラ

研修会を実施して

おり、セクハラ事案

は発生していない。 

事業番号３ 

保育園・幼稚園等に

おける教育者の研修

／話し合いの場の確

保 

こども 

育成課 

●平成 2７年度は、園内研修等で男女共同参

画に関する研修は実施していない。 

（課題） 

平成 2８年度実施

に向け検討したい。 

事業番号４ 

生涯学習における教

育者の研修 

 

生涯学習課 

●社会人権・同和教育指導者養成講座（全８

回）にまちづくりセンター職員が参加し、

人権に関する研修を行った。 

（成果） 

まちづくり推進セ

ンター職員の人権

に対する意識づく

りにつながった。 

 

具体的施策 3 自立・職業を育む学習や指導の充実 

事業名称／事業内容 担当課 平成 27 年度事業実施状況 成果・課題 

事業番号５ 

職場体験学習の充実

／進路指導の充実 

 
学校教育課 

●性別にとらわれることなく職種の学習を

行い、実際に職場体験を通じ将来の職業を

見通し、進学先の選択を指導している。 

 

 

●田代中学校で総合的な学習を中心にマナ

ー検定や進路学習などによるキャリア教

育の実践を充実させた。 

（成果） 

・職場体験学習を実

施し、職業につい

ての見識を深め

ることができた。 

・継続的なキャリア

教育を実施する

ことができた。 
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具体的施策４ 男女共同参画意識を高める学習機会の充実 

事業名称／事業内容 担当課 平成 27 年度事業実施状況 成果・課題 

事業番号６ 

出前講座・講演会の

開催 

 

市民協働 

推進課 

●出前講座に、男女共同参画について学ぶ、

「知っとるね？男女共同参画のまちづく

り」のメニューを掲載。H27 年度は、申

込みがなく実施できなかった。 

（課題） 

学習機会は提供し

ているが、講座の申

し込みにつながる

工夫が必要。 

事業番号７ 

男女共同参画の視点

での講座・講演会等

の開催 

 

生涯学習課 

●市民を対象に各まちづくり推進センター

で、鳥栖市社会教育指導員による人権・同

和学習会を開催し、人権意識の高揚を図っ

た。 

 参加者総数：254 人 

●民生委員・児童委員を対象に人権・同和問

題の基本認識及びDVについて研修会を開

催した。 

 日 時：平成 27 年 11 月 6 日（金） 

 参加者：13 人 

●団体会議において、人権・同和問題の基本

認識及び子どもの人権について研修会を

開催した。 

 日 時：平成 27 年 11 月 3 日（火） 

 参加者：90 人 

●PTA 会員を対象に人権・同和問題の基本

認識及び子どもの人権について研修会を

開催した。 

 日 時：平成 28 年 2 月 6 日（土） 

 参加者：20 人 

●市内の企業従業員を対象に人権・同和問題

の基本認識について研修会を実施した。 

 日 時：平成 27 年 11 月 10 日（火）・

17 日（火） 

 参加者：５3 人 

●市民を対象に人権・同和問題に対する講演

会を実施した。 

 日 時：平成 27 年 8 月 17 日（月） 

 参加者：434 人 

（成果） 

人権を尊重する社

会づくりを推進す

るため、各種研修会

等により、差別意識

の解消、人権意識の

高揚に努めた。 
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具体的施策５ 学習機会への参加を促進する環境づくり 

事業名称／事業内容 担当課 平成 27 年度事業実施状況 成果・課題 

事業番号８ 

土日や夕刻等開催日

時の配慮／託児の実

施 

 

 

 

 

 

関係各課 

（健康増進課、市民協働推進課、生涯学習課、

商工振興課） 

●託児の実施 

子育て中の人が安心して催しに参加し

やすいように、託児を実施した。 

 ・各種母子保健教室、幼児健診 

 ・男女共同参画セミナー 

 ・成人式式典 

 ・同和問題講演会 

 ・クリエイティブデザイン講座 

 ・クラウドソーシング講座 

（市民協働推進課、生涯学習課、スポーツ振

興課） 

●開催日時の配慮 

市民を対象とした講演会やセミナーな

どを開催する際は、働いている人や育児中

の人も参加しやすいように、開催する時間

帯を考え、土・日曜日に開催した。 

 ・男女共同参画セミナー・フォーラム 

 ・各種スポーツ教室 

（成果） 

だれもが参加しや

すい環境を整えた

結果、託児を利用し

た参加者が増える

など、集客につなが

っている。 

 

具体的施策６ 多様な団体への学習機会の提供 

事業名称／事業内容 担当課 平成 27 年度事業実施状況 成果・課題 

事業番号９ 

自治会、ＰＴＡ、協

議会など各種団体へ

の情報提供、講演会

等への参加呼びかけ 

 

関係各課 

（市民協働推進課） 

●男女共同参画に関するセミナー・フォーラ

ムを開催した際、関係する団体等に働きか

けた。 

・鳥栖市男女共同参画懇話会 

・鳥栖市区長会連合会 

・鳥栖市民生委員児童委員連絡協議会 

・人権擁護委員協議会 

・鳥栖市議会議員 

・鳥栖市社会教育委員 

・鳥栖市教育委員 

・まちづくり推進協議会 

●各まちづくり推進センター等の公共施設

で、男女共同参画に関するパンフレットや

ポスターなどで情報の提供をし、各種講演

会等への参加を呼びかけた。 

（成果） 

直接的に案内を出

すことで、参加され

る方も見られた。 
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主要施策２ 男女共同参画の視点に立った広報・啓発の充実 

具体的施策７ 男女共同参画に関する広報 

事業名称／事業内容 担当課 平成 27 年度事業実施状況 成果・課題 

事業番号１０ 

男女共同参画週間等

における特集／男女

共同参画関係法令の

普及啓発・関連事業

のＰＲ／各種啓発資

料の作成・配布 

 

市民協働 

推進課 

●男女共同参画週間（6/23～29）、女性に

対する暴力をなくす運動期間（11/12～

25）の時期に合わせ、市報に特集記事を

掲載した。 

●女性の審議会等への参画率、各種セミナ

ー、フォーラムの開催などについて市報や

ホームページに掲載した。 

●男女共同参画をテーマに県が募集した川

柳・ポスターコンテストの入選作品を、市

役所市民ホールで展示した。 

 展示期間：平成 28 年 1 月 5 日（火）～ 

1 月 15 日（金） 

（課題） 

各種セミナー等の

参加者は、市報やち

らし等を見て参加

した方が多く、なお

一層の広報が必要。 

 

具体的施策８ 男女共同参画啓発事業の実施 

事業名称／事業内容 担当課 平成 27 年度事業実施状況 成果・課題 

事業番号１１ 

男女共同参画フォー

ラムの開催／セミナ

ー・シンポジウムの

開催 
市民協働 

推進課 

●男女共同参画に関する様々なテーマでセ

ミナーを開催した。託児実施。 

全 7 回、参加者総数 631 人 

●第１4回男女共同参画フォーラムを開催し

た。 

日 時：平成 28 年 1 月 16 日（土） 

演 題：自分らしく生きるために 

講 師：生島清身さん（行政書士） 

参加者：152 人 

（成果） 

幅広い年齢層から

の参加者があった。 

 

具体的施策９ 男女共同参画に関する情報等の収集及び提供 

事業名称／事業内容 担当課 平成 27 年度事業実施状況 成果・課題 

事業番号１２ 

意識調査等の結果の

公表／人権・男女共

同参画等に関する情

報の提供 

 
市民協働 

推進課 

●市のホームページ・市報に掲載した情報 

①セミナー、フォーラムの開催案内 

②女性相談窓口のお知らせ 

●市のホームページに掲載した情報 

①市の女性委員の登用率状況の推移 

②ＳＴＯＰ女性への暴力ＤＶに関する相

談窓口の情報 

③デートＤＶ啓発記事 

④男女共同参画社会に関する市民意識調査結果

報告書（H19・Ｈ24） 

⑤第２次鳥栖市男女共同参画行動計画及

び鳥栖市ＤＶ被害者支援基本計画 

⑥男女共同参画懇話会会議の議事録 

（成果） 

現状と問題提起だ

けでなく、男女共同

参画社会の実現の

ためのヒントや事

例を紹介すること

で、実践につながる

ことが期待できる。 
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事業番号１３ 

図書館における男女

共同参画コーナーの

設置 

 生涯学習課 

●男女共同参画に関する図書資料を年次的

に追加し、コーナーの充実を図った。 

●男女共同参画週間等の時期にあわせ、図書

館に特集コーナーを設けた。 

 展示期間：6 月４日～7 月１日 

11 月３日～1２月１日 

（成果） 

多くの来館者に閲

覧、利用してもら

い、知識を高める機

会がつくられた。 

（課題） 

より一層の選書を

行い偏りのない情

報提供に努める。 

事業番号１４ 

人権・男女共同参画

等に関する情報の提

供 

 

市民協働 

推進課 

 

生涯学習課 

●人権・男女共同参画等に関するパンフレッ

トやポスターなどにより、情報の提供を行

った。 

●12 月の「人権週間」にあわせ、市役所市

民ホールで女性の人権などさまざまな人

権問題啓発パネル展を行った。 

 期間：12 月 4 日～12 月 10 日 

（成果） 

来庁者に閲覧して

もらい、知識を高め

る機会がつくられ

た。 

 

 

 

具体的施策１０ あらゆる活動への男女共同参画の推進 

事業名称／事業内容 担当課 平成 27 年度事業実施状況 成果・課題 

事業番号１５ 

地域活動への参加促

進／市民活動団体の

情報提供／市民活動

センターへの支援 

 

市民協働 

推進課 

●男女共同参画の視点に立った「まちづくり

推進協議会」の活動 

まちづくり推進協議会は、各地区で作成

された１０年後の将来像を明確にする「ま

ちづくり推進計画」に基づき、地域の長

所・課題に応じた地域ぐるみの事業を展開

している。 

これまでの婦人会（女性の会）や老人ク

ラブといった性別や年齢に基づく組織で

はなく、目的や課題に応じた組織（部会制）

へシフトすることで、幅広い年齢や男女の

意見が反映できる、市民主体の地域づくり

を目指している。 

●ＮＰＯ、ボランティア活動を実践されてい

る方や、市民活動をはじめようとされてい

る方々が、情報交換や、活動を行うための

拠点として利用できる市民活動センター

に対して、支援を行った。 

（課題） 

これからの地域づ

くりのあり方や考

え方を通して、男女

共同参画社会の実

現を目指すととも

に、多様な市民の参

画を進める地域の

意識づくりが必要。 

具体的施策１１ 市民の主体的活動の支援 

事業名称／事業内容 担当課 平成 27 年度事業実施状況 成果・課題 

事業番号１６ 

市民活動グループの

支援／ネットワーク

会議の開催 

 

市民協働 

推進課 

●男女共同参画社会の推進に関連する活動

を行っている団体 (とす男女共同参画市民

実行委員会）に共催、助言、講師紹介など

活動を支援した。  

（成果） 

市民活動団体の支

援を通して、男女共

同参画推進活動の

幅が広がっている。 
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主要施策３ 男女共同参画を推進する人材の育成 

具体的施策１２ 女性人材情報の収集と提供 

事業名称／事業内容 担当課 平成 27 年度事業実施状況 成果・課題 

事業番号１７ 

女性人材リストの充

実 

 

市民協働 

推進課 

●女性人材の募集 

市報やホームページによる募集を行い、

新規登録者が１人増加した。 

女性人材リスト登録者数（平成 28 年 3 月

31 日現在）：24 人 

実績：1 人 

（課題） 

人材情報の収集と

人材の活用を進め

る。 

 

具体的施策１３ 人材育成事業の充実 

事業名称／事業内容 担当課 平成 27 年度事業実施状況 成果・課題 

事業番号１８ 

総合計画策定・実施

に関する市民参加型

ワークショップの開

催 

総合政策課 

●Ｈ27 年度実績なし （成果） 

平成 21 年 12 月、

平成 25 年 5 月、平

成 26 年 11 月に、

市長へ市民目線で

の提言を行った。 

事業番号１９ 

男女共同参画に関す

る人材育成セミナー

の開催 

 

市民協働 

推進課 

●佐賀県男女共同参画推進リーダー研修会

の開催 

 日 時：平成 28 年 2 月 22 日（月） 

 参加者：31 人 

 対象者：女性人材リスト登録者、男女共同

参画懇話会委員、男女共同参画幹事会委

員、男女共同参画実行委員会委員 

●女性のための政策参画セミナーの開催 

 審議会等における女性委員の割合増を目

指すため、女性の審議会等への参画の意義

などを学ぶためのセミナーを開催した。 

 日 時：平成 27 年 11 月 30 日（月）、

12 月 5 日（土） 

 参加者：26 人 

●男女共同参画に関するフォーラムを開催

する際には、女性人材リスト登録者に直接

案内を郵送し、知識を深めるため参加につ

いて働きかけた。 

 

（成果） 

男女共同参画社会

の推進に関わる市

民や職員を対象に、

男女共同参画につ

いて理解を深めて

もらう機会がつく

られた。 
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基本目標２ 男女が生き生きと働きともに支える社会づくり 

主要施策１ 政策・方針決定過程での男女共同参画の推進 
具体的施策１４ 市の審議会等への女性の参画促進 

事業名称／事業内容 担当課 平成 27 年度事業実施状況 成果・課題 

業番号２０ 

審議会等委員への女

性参画推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関係各課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（国保年金課） 

●鳥栖市国民健康保険運営協議会の委員へ

の女性委員の登用 

平成２７年度は委員の交代時期であった

ため、女性委員の数は 16 人中５人と１

名増加した。 

 女性登用率 Ｈ26 25.0％ 

       Ｈ27 31.2％ 

（課題） 

団体からの推薦に

よる登用が原則で

はあるが、今後も積

極的に女性を登用

していきたい。 

 

（文化芸術振興課） 

●鳥栖市文化事業運営協議会の委員への女

性委員の登用 

平成２７年度は１回開催予定。 

全７人中、女性委員の数は３人で前年度

から変更なし 

 女性登用率 Ｈ2６ 42.9％ 

       Ｈ2７ 42.9％ 

（課題） 

団体からの推薦に

よる登用が原則で

はあるが、今後も積

極的に女性を登用

していきたい。 

 

（まちづくり推進課） 

●都市計画審議会  

  平成２７年度は４名の交代があったが

女性登用率に変わりはなかった。 

  女性登用率 H2６  25.0％ 

H2７  25.0% 

●鳥栖駅周辺まちづくり検討委員会 

  平成 27 年度は 5 回開催。 

  女性委員の数は全 9 人中 1 人で、女性

登用率は 11.1％である。 

（課題） 

各団体からの女性

の推薦が少なく、ま

た団体内に女性の

人材が少ない。 

 

（国道・交通対策課） 

●地域公共交通活性化協議会 

 平成２０年度に設置し、平成２７年度

も引続き開催しているが、女性委員の数

は全 19 人中 4 人へ減少した。 

 女性登用率 H26  27.8％ 

H27  21.1％ 

（課題） 

各団体からの女性

の推薦が少なく、ま

た団体内に女性の

人材が少ない。 
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事業番号２０ 

審議会等委員への女

性参画推進（続き） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関係各課 

（環境対策課） 

●環境審議会 

平成２７年度は１回開催した。女性委

員は１５人中５人で変更なし。 

  女性登用率 H2６  33.3％ 

H2７  33.3％ 

●環境保全協議会 

  平成 2７年度は１回開催した。女性委

員は、全 20 人中１人と１名減となった。 

  女性登用率 H2６  12.5％ 

H2７  ５% 

●不法投棄防止対策協議会 

  平成２７年度は１回開催した。女性委

員は、全 8 人中 1 人と変更なし。 

  女性登用率 H2６  12.5％ 

H2７  12.5% 

（課題） 

各団体からの女性

の推薦が少なく、ま

た団体内に女性の

人材が少ない。 

 

（農林課） 

●鳥栖市米消費拡大推進連絡協議会 

  平成２７年度は 1 回開催した。女性委

員の数は１名増加し、全９人中３人とな

った。 

  女性登用率 H26  22.2％ 

H27  33.3％ 

●鳥栖市人・農地プラン検討会 

  平成２７年度は１回開催した。女性委

員の数は全１６人中５人と変更なし。 

  女性登用率 H26  31.3％ 

H27  31.3％ 

（課題） 

各団体からの女性

の推薦が少なく、ま

た団体内に女性の

人材が少ない。 

（総合政策課） 

●鳥栖市まち・ひと・しごと創生有識者会

議 

 委員総数８人中、女性委員２人 

 女性登用率２５％ 

 

●鳥栖市総合計画審議会 

 委員総数７人中、女性委員３人 

 女性登用率４２．９％ 

（成果） 

２つの審議会等の

うち１つは、女性委

員の登用率の目標

値である４０％を

超えている。 

（課題） 

各団体からの女性

の推薦が少なく、ま

た団体内に女性の

人材が少ない。 
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（スポーツ振興課） 

●市スポーツ推進委員の全体に占める女性

の割合は低い。しかし経験年数の長い女性

委員も含まれているため協議会等での女

性の意見は大きく反映されている。 

※鳥栖市スポーツ推進委員協議会  

平成２8 年３月３１日現在 48 人中 

11 人 

女性登用率 22.9％ 

●各種イベントでは、地域住民に対し男女

が協力してスポーツの指導にあたり、ス

ポーツ環境の充実に努めてもらった。 

・地区スポーツ教室の開催 

・鳥栖市スポーツ・レクリエーション祭 

 等 

（成果） 

女性の参画率アッ

プのため、女性を優

先し積極的に登用

するよう配慮した。 

（課題） 

男女問わずスポー

ツ推進委員が活動

及び運営を行いス

ポーツ交流を行っ

ている。女性委員が

活躍しやすい環境

の整備に努め、現女

性スポーツ推進委

員の協力の下、女性

委員の増員の啓発

活動を行う。 

事業番号２１ 

市の審議会等への女

性参加促進のための

指針等の周知 

 

総務課 

●審議会委員等への女性の参画率の目標数

値である 40％を達成するよう各課へ周

知徹底を行った。 

（成果） 

女性の審議会への

参画率は 32.0% 

（課題） 

目標達成のため、さ

らに周知徹底が必

要。 

事業番号２２ 

審議会等委員の改選

期における女性登用

についての事前協議

／市の審議会等への

女性の登用状況調査

／登用状況調査結果

の公表 

 

市民協働 

推進課 

●平成２8年３月３１日現在の審議会等への

女性の登用状況を調査し、32.0％となっ

た。前年度調査時の 34.7％から 2.7 ポイ

ント減少し、目標数値 40％を下回った。 

 審議会等総数：60 

 委員総数：871 人（うち女性 279 人） 

●鳥栖市男女共同参画行政推進会議におい

て、女性の参画状況を報告。今後の改選

期における女性の登用拡大を依頼した。 

（課題） 

同じ人が複数の審

議会等の委員であ

るケースも多く、多

様な女性の参画が

課題。 

 

主要施策２ 男女が働きやすい労働環境の整備 

具体的施策１５ 女性の経済的地位の向上と環境の整備 

事業名称／事業内容 担当課 平成 27 年度事業実施状況 成果・課題 

事業番号２３ 

関係機関と協力した

自営業者等への啓発 

商工振興課 

●鳥栖商工会議所、鳥栖商工会議所女性会へ

の情報提供及び情報交換 

・佐賀労働局が主催する労働条件・トラブ

ルに関する相談会等について、ポスター

や市報により周知を図った。 

・鳥栖商工会議所女性会の総会に参加し、

情報交換を行った。 

（課題） 

鳥栖商工会議所に

加入していない自

営業者等への啓発

促が必要。 
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※鳥栖商工会議所女性会 

会員数：43 人（Ｈ28.3.31 現在） 

活動内容：経営セミナーなど経営、労務、

税務、その他の講習会の開催 

事業番号２４ 

家族経営協定の推進／

関係機関と協力した農

業者への啓発 

 農林課 

●家族経営協定に関するパンフレットを配

布するなどして制度の周知を図った。 

●農業委員会、農業改良普及センターと連携

し、家族間の役割分担や就業条件を明確に

した家族経営協定の締結を推進した。 

平成２７年度実績なし。 

●県が主催する６次産業セミナーに関する

情報を女性農産品加工グループに提供し

た。 

（課題） 

優良事例を紹介す

るなどして、制度の

更なる周知が必要。 

事業番号２５ 

家族経営協定の推進 

 
農業委員会 

●家族経営協定に関するパンフレットを配

布するなどして制度の周知を図った。 

●農林課、農業改良普及センターと連携し、

家族間の役割分担や就業条件を明確にし

た家族経営協定の締結を推進した。 

平成 27 年度実績なし。 

（課題） 

優良事例を紹介す

るなどして、制度の

更なる周知が必要。 

 

具体的施策１６ 仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進 

事業名称／事業内容 担当課 平成 27 年度事業実施状況 成果・課題 

事業番号２６ 

市内企業等への啓発

や意見交換 

 

商工振興課 

●鳥栖商工会議所、鳥栖商工会議所女性会へ

の情報提供及び情報交換（再掲） 

・佐賀労働局が主催する労働条件・トラブ

ルに関する相談会等について、ポスター

や市報により周知を図った。 

・鳥栖商工会議所女性会の総会に参加し、

情報交換を行った。 

※鳥栖商工会議所女性会 

会員数：43 人（Ｈ28.3.31 現在） 

活動内容：経営セミナーなど経営、労務、 

税務、その他の講習会の開催 

（課題） 

鳥栖商工会議所に

加入していない自

営業者等への啓発

促進が必要。 

事業番号２７ 

労働に関する法制度

やワーク・ライフ・

バランスの啓発／仕

事と家庭等のバラン

スに配慮する事業所

の事例紹介 

市民協働 

推進課 

●フレスポ鳥栖で開催された市民フェスタ

において、パネル展示を行い、家庭や仕事、

地域活動のバランスを考えてもらうため

の掲示物や本、パンフレットなどを設置し

市民へ啓発を行った。 

（課題） 

市ホームページ等

で啓発を行う必要

がある。 
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主要施策３ 仕事と生活の調和を図る環境の整備 

具体的施策１７ 多様な保育サービスの提供 

事業名称／事業内容 担当課 平成 27 年度事業実施状況 成果・課題 

事業番号２８ 

特別保育事業の充実 

 

 

 

 

 

こども 

育成課 

 

 

●保護者の多様な勤務形態等に対応するた

め延長保育事業、一時預かり事業、休日保

育事業、病後児保育事業を実施した。 

 ①延長保育事業 

  保護者の通勤時間や就労時間に配慮し、

市内すべての保育所で通常の保育時間を

超えて保育を実施。 

  実施箇所数：14 箇所 

（1４園午後 7 時まで） 

  利用延べ児童数：2,825 人 

 ②一時預かり事業 

  保護者等のパート就労や育児不安の解

消を図るため、保育所で一時預かりを実 

施。 

  実施箇所数：8 箇所 

  利用延べ児童数：2,813 人 

 ③休日保育事業 

   保護者の就労形態に配慮し、日曜日・

祝日等に保育を実施。 

  実施箇所数：1 箇所 

  利用延べ児童数：120 人 

 ④病後児保育事業 

  保護者の就労支援と児童の健全育成の

向上を図るため、病気回復期の児童の保育

を実施。 

  実施箇所数：1 箇所 

利用延べ児童数：32 人 

（成果） 

多様化する保育ニ

ーズに十分対応し

た。 

事業番号２９ 

放課後児童クラブの

(なかよし会等）施設

の充実、利便性の向

上 

 
生涯学習課 

●就労等により昼間保護者が家庭にいない

児童の健全育成を図るため、放課後児童ク

ラブ（なかよし会等）を設置し充実を図っ

た。 

・受入対象を１年生から６年生に拡大。 

 ・鳥栖、若葉小学校なかよし会にて、各 1

クラブを増設(合計 2 クラブ)。 

・旭小学校区のアフタースクール「あいあ

い」(民間)にて１クラブ増設。 

・放課後児童クラブ数：17 箇所 

(成果) 

合計３クラブの 

児童クラブを新設。 

(課題) 

申請者が多く、待機 

児童が発生してい

る。 
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具体的施策１８ 子育て支援体制の充実 

事業名称／事業内容 担当課 平成 27 年度事業実施状況 成果・課題 

事業番号３０ 

子育て支援総合コー

ディネート事業の推

進／ファミリー・サ

ポート・センター事

業の推進 

 

こども 

育成課 

●ファミリー・サポート・センター事業 

子育ての援助を行いたい人（協力会員）

と子育ての援助を受けたい人（利用会員）

の会員相互による子育ての援助活動を実

施。 

減   利用会員：788 人 協力会員：135 人 

両方会員：123 人 利用件数：1,046 件 

（成果） 

子育ての多様なニ

ーズに対応した。 

事業番号３１ 

子どもの居場所づく

り事業の実施 

 

生涯学習課 

●H27 実績なし (課題) 

制度の見直しを図

りたい。 

事業番号３２ 

放課後子ども教室の

開催 

 
市民協働 

推進課 

●放課後子ども教室の開催 

放課後等における子どもたちの安全で

健やかな居場所づくりを推進するため、各

まちづくり推進センター等において放課

後子ども教室を開催した。 

開催場所：8地区まちづくり推進センター、

弥生が丘小学校 

開催日数：延べ 469 日 

参加者数：延べ 7,414 人 

（成果） 

地域における子ど

もの居場所となっ

ている。 

 

 

具体的施策１９ 男性の育児への参加促進 

事業名称／事業内容 担当課 平成 27 年度事業実施状況 成果・課題 

事業番号３３ 

子どもクラブ活動

等への参加促進 

 
生涯学習課 

●子どもクラブの育成者を対象に研修会を

行った。 

 テーマ：子どもたちの輝く顔をみたくて 

～子どもたちがすること、 

私たちができること～ 

 日 時：４月１９日（日）1４:３0～ 

講 師：中村 多喜子 

参加者：105 人（男 2５人、女８０人） 

（成果） 

育成者へ子育てに

関する研修会への

参加促進を図った。 

事業番号３４ 

父親向けの育児講座

の開催 

 

こども 

育成課 

●パパの会（鳥栖市子育て支援センター） 

  未就園児と父親を対象として、触れあい

遊び等を実施した。 

 開催回数：年間４回（うち１回中止） 

 参加者数：児童 28 人、大人 48 人 

（成果） 

父親の育児参加促

進を図った。 

事業番号３５ 

ほやほや教室等の開

催 

 

 

 

健康増進課 

●ほやほや教室 

  生後２か月児と保護者を対象に、乳児健

診や予防接種の受け方の説明、個別の育児

相談を実施した。 

 開催回数：年間 24 回 

 参加者数：1,398 人（内、父親 57 人） 

（成果） 

父親の参加が増加

している 
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事業番号３５ 

ほやほや教室等の開

催（続き） 

 

●ぴよぴよ教室 

  生後４か月から６か月までの乳児の保

護者を対象に、管理栄養士が離乳食の話と

調理実習を実施した。 

 開催回数：年間 12 回 

 参加者数：537 人（内、父親 21 人） 

事業番号３６ 

授業参観日等への参

加促進／教職員の家

事参加の促進／ＰＴ

Ａ（父親委員会）活

動への参加促進 

学校教育課 

●各小中学校では日曜参観等を開催し、父親

の育児参加を促している。 

●配偶者の就労の有無にかかわらず、男性教

職員の育児参加を促進するため、育児休業

制度の改定について周知し、積極的な参加

を促している。 

（成果） 

日曜参観日には、多

くの父親が参観し

ている。 

 

具体的施策２０ 男性の家事能力の向上と参加促進 

事業名称／事業内容 担当課 平成 27 年度事業実施状況 成果・課題 

事業番号３７ 

男の料理教室の開

催、自主活動の支援

／食育の推進 

 

健康増進課 

●市内に住む男性を対象に、料理の基礎、食

に興味のある人を募集し料理教室を実施し

た。 

 開催回数：年間８回 

参加者数：年間２6 人（延べ 207 人） 

（成果） 

皆が楽しみながら

調理を行っている。 

 

事業番号３８ 

男性の家事参加を促

す講座の開催／家事

チェックシートの活

用による啓発 

 

市民協働 

推進課 

●主催事業の開催 

 男性が気兼ねなく料理を学べるように初

心者向けの男性を中心とした料理教室を

まちづくり推進センターにおいて開催し

た。 

 開催場所：旭まちづくり推進センター 

 開催日数：3 日間 

 参加者数：53 人 

●男性への家事参加を促進するため、男性を

対象とした料理教室を開催した。 

 日 時：平成 27 年 7 月 10 日（土） 

 講 師：池田宏子さん（Yorokobi 企画） 

 参加者：29 名 

●男女共同参画に関するセミナーやフォー

ラムの参加者に、家事に関する家族の役割

を考えてもらうため、パンフレットを配布

し呼びかけた。 

（成果） 

・主食、主菜、副菜、

汁物、デザートとバ

ランスの良い食事

を心がけ自ら調理

することを学んだ。 

 

 

・親子での参加者も

多く、男性や子ども

に対し家事参加に

ついて考える機会

になった。 

 

 

 

具体的施策２１ 女性の起業や再就職等の支援 

事業名称／事業内容 担当課 平成 27 年度事業実施状況 成果・課題 

事業番号３９ 

起業に関する情報提

供／就職に関する情

報提供 

商工振興課 

●市産業支援相談室を設置し、創業希望者や

創業後間もない創業者からの各種相談に

対し、各種支援制度の紹介や助言等をおこ

なった。 

（成果） 

市報・ホームページ

を活用した情報提

供により、市民・事
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事業番号３９ 

起業に関する情報提

供／就職に関する情

報提供（続き） 

 

●関係機関が開催するセミナー等の市報及

び市ホームページへの掲載、ポスター掲

示、パンフレットの配置（商工振興課窓口、

市民コーナー、市産業支援相談室、商工会

議所、市民活動センター等） 

・佐賀職業能力開発促進センター（職業訓

練講座等）：市報掲載５回 

・ハローワーク鳥栖、その他（就職相談会、

セミナー等）：市ホームページ掲載 

・仕事と家庭の両立支援に関する情報

（「Let’s“ゆとり“！キャンペーン」の

募集や労働相談に関する情報等）を市ホ

ームページに掲載 

業所への意識啓発

を促した。 

事業番号４０ 

再就職セミナーの開

催 

市民協働 

推進課 

●女性の再就職支援セミナーの開催 

  子育て中で、再就職や転職を希望する女

性を対象に再就職支援セミナーを開催し

た。 

演 題：お仕事復活ナビ 

 日 時：平成 27 年 10 月６日（火） 

講 師：福成有美さん 

参加者：14 人 

（効果） 

熱心に質問が出る

など関心のある参

加者がいた。 

 

基本目標３ 男女が自立し安心して暮らせるまちづくり 

主要施策１ 個人の自立を支える環境整備 

具体的施策２２ ひとり親家庭の自立支援の充実 

事業名称／事業内容 担当課 平成 27 年度事業実施状況 成果・課題 

事業番号４１ 

ひとり親家庭への経

済的支援／ひとり親

家庭への自立支援 

 

こども 

育成課 

●ひとり親家庭の母親を対象に、高等職業訓

練促進費の支給を行い、就業に結びつきや

すい資格の取得を支援した。 

高等職業訓練促進費受給者：1 人 

高等職業訓練促進費支給延月数：12 月 

入学支援修了一時金：1 人 

●母子自立支援員による相談・指導を行っ

た。相談延件数：559 件 

（成果） 

経済面での支援に

より安心して資格

の取得に励めるよ

うになった。 
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具体的施策２３ 高齢者の生活支援の充実 

事業名称／事業内容 担当課 平成 27 年度事業実施状況 成果・課題 

事業番号４２ 

各種在宅サービスの

提供／地域における

在宅高齢者の支援 

 

社会福祉課 

●概ね７５歳以上の病弱な一人暮らし等の

方のために、緊急救助活動を迅速に行える

ように緊急通報システムを設置した。 

緊急通報システム利用者：227 人 

●在宅の概ね６５歳以上の一人暮らし等の

高齢者の方で、調理調達が困難な方へ食の

自立支援事業として、昼食か夕食を自宅ま

で配達し安否確認を行った。  

配食利用者：241 人 

●身近な相談機関として介護保険のことや

問題のある高齢者やその家族の支援のた

め、市内に３ヵ所地域包括支援センターを

設置運営し、個別の地域ケア会議を開催す

るなど、社会資源を活用しながら高齢者の

総合的な支援を行った。 

地域ケア会議開催数：11 件 

（成果） 

民生委員、包括、市

等連携を取りなが

ら高齢者の支援を

行えるようになっ

た。 

 

具体的施策２４ 高齢者の自立と社会参加の支援 

事業名称／事業内容 担当課 平成 27 年度事業実施状況 成果・課題 

事業番号４３ 

シルバー人材センタ

ー事業の支援・拡充 

 社会福祉課 

●シルバー人材センター事業への支援 

  鳥栖市シルバー人材センターの運営を

充実させるため、女性就業機会拡大推進員

の配置に支援を行った。 

 受託件数：3,590 件 

 会員数：383 人（H27 年末） 

（女性 118 人、男性 265 人） 

（成果） 

女性会員は前年度

比 4 人増加した。 

（課題） 

会員数は前年度よ

り増えたが、受託件

数は減少した。 

事業番号４４ 

食や運動に関する教

室の開催 

 

健康増進課 

●介護予防に関する知識を普及啓発するた

めの講座や教室、食や運動教室等を開催し

た。 

事業を通じて参加者同士の交流を図り、

自主的な取り組みにつなげる等の工夫を

することにより、住民の積極的な参加を促

すなど、地域づくりに資する視点を持ち実

施した。 

健康大学：４回、195 人（延べ 195 人） 

出前講座：21 回、491 人（延べ 491 人） 

自主活動支援：593 回、9,603 人 

（延べ 9,603 人） 

（成果） 

幅広い年代の参加

者があった。 

（課題） 

自主活動支援につ

いてはサークル化

や町単位への拡充

が課題である。 
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事業番号４５ 

高齢者教室の開催 

 

市民協働 

推進課 

●高齢化社会の中で、いつまでも地域社会の

一員として、いきいきと生活するために、

各まちづくり推進センターで多様な情報

に接し、学ぶ機会を提供した。 

鳥栖まちづくり推進ｾﾝﾀｰ：いきいき講座 

鳥栖北まちづくり推進ｾﾝﾀｰ：光明大学 

田代まちづくり推進ｾﾝﾀｰ：やまなみ学級 

弥生が丘まちづくり推進ｾﾝﾀｰ：からだリフ

レッシュ教室 

若葉まちづくり推進ｾﾝﾀｰ：よろず塾 

基里まちづくり推進ｾﾝﾀｰ：ふれあい教室 

麓まちづくり推進ｾﾝﾀｰ：ふるさと学級 

旭まちづくり推進ｾﾝﾀｰ：いきいき生活塾 

（成果） 

変化の激しい社会

情勢や受講者のニ

ーズに対応するた

め講座の充実に努

めている。 

 

具体的施策２５ 障害者の自立と社会参加の支援 

事業名称／事業内容 担当課 平成 27 年度事業実施状況 成果・課題 

事業番号４６ 

障害のある人の社会

参加の促進／障害の

ある人の自立支援／

障害のある人やその

家族等の相談と援助 

社会福祉課 

●外出介護事業 延べ利用者数 284 人 

●日中一時支援事業 延べ利用者数 426 人 

●地域活動支援センター事業 延べ利用者

数 2,452 人 

（身体障害者福祉センター） 

●相談支援事業 延べ利用者数 9,678 人 

（成果） 

障害者の方の社会

参加を促進した。 

 

主要施策２ 性と健康を尊重する環境整備 

具体的施策２６ 妊娠・出産・育児期における支援と相談の充実 

事業名称／事業内容 担当課 平成 27 年度事業実施状況 成果・課題 

事業番号４７ 

母子保健事業の推進 

 

健康増進課 

●ほやほや教室（再掲） 

  生後２か月児と保護者を対象に、乳児健

診や予防接種の受け方の説明、個別の育児

相談を実施した。 

 開催回数：年間 24 回 

 参加者数：1,398 人（内、父親５7 人） 

●ぴよぴよ教室（再掲） 

  生後４か月から６か月までの乳児の保

護者を対象に、管理栄養士が離乳食の話と

試食を実施した。 

 開催回数：年間 12 回 

 参加者数：537 人（内、父親 21 人） 

●健診（妊婦と乳児は医療機関に委託、他は

集団にて実施） 

妊婦健診 受診者数：延べ 8,567 人 

乳児健診 受診者数：延べ 1,355 人 

1 歳 6 か月児健診受診者数：延べ 729 人 

３歳児健診 受診者数：延べ 790 人 

（成果） 

ほやほや教室の回

数を月に２回に増

やすことで、育児相

談の充実を図るこ

とができた。 
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●母子保健推進活動 

母子保健推進員：64 人  

訪問件数：2,732 件 

教室協力：217 回 

具体的施策２７ 性と生殖に関する健康と権利の啓発 

事業名称／事業内容 担当課 平成 27 年度事業実施状況 成果・課題 

事業番号４８ 

性感染症予防等の啓

発／女性が自らの身

体について自己決定

を行い、健康を享受

する権利の啓発 

健康増進課 

●性感染症の予防 

・HIV 検査普及週間および世界エイズデイ

において、保健センター内にポスターを

掲示し、パンフレットやチラシを設置し

た。 

（成果） 

ポスター掲示やパ

ンフレット配布に

より啓発ができた。 

事業番号４９ 

女性が自らの身体に

ついて自己決定を行

い、健康を享受する

権利の啓発 

市民協働 

推進課 

●中学生を対象にデートＤＶ防止講演会を

開催した（鳥栖中学校） 

 日 時：平成 27 年 12 月 3 日（木） 

講 師：原健一さん（佐賀県 DV 総合対策

センター所長） 

 参加者：500 人 

（成果） 

男女間や友人間で

起こるあらゆる暴

力について学習す

る機会になった。 

具体的施策２８ 性的少数者に対する理解の推進 

事業名称／事業内容 担当課 平成 27 年度事業実施状況 成果・課題 

事業番号５０ 

市報や講演会などに

よる性的少数者の啓

発 

 

市民協働 

推進課 

●H27 実績なし （課題） 

主催事業としては

開催が困難なため、

ホームページ等で

啓発を行う。 

 

主要施策３ 生涯を通じた健康づくりの推進 

具体的施策２９ 思春期における健康教育の充実 

事業名称／事業内容 担当課 平成 27 年度事業実施状況 成果・課題 

事業番号５１ 

教育教材等の貸出及

び食と健康に関する

啓発 

 

健康増進課 

●教育教材等の貸出及び情報提供 

各小中学校に性教育に関する教材の貸出を行 

 った。 

●小学校５年生を対象に、市内８小学校で食育事

業を実施した。 

●PTA 連合会(母親委員)、食生活改善推進員と協

働で、「夏休み健康料理教室」を開催した。 

（成果） 

食や健康に関する

意識が向上した。 

（課題） 

行事が重なる等、日

程の調整が難しい。 

事業番号５２ 

学校における性教育

を含めた健康教育の

実施 

学校教育課 

●小学校低学年から、「いのちの教育」学習

を行い、小学校高学年、中学校では保健体

育の時間に性教育を含めた、健康教育を行

っている。 

（成果） 

異性を尊重する態

度を養うことがで

きた。 
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具体的施策３０ 生涯を通じた心身の健康支援 

事業名称／事業内容 担当課 平成 27 年度事業実施状況 成果・課題 

事業番号５３ 

乳がんや子宮がん等

の各種健診・予防／

健康マイレージ制度

による健康づくりの

推進／更年期等に関

する情報提供及び相

談 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健康増進課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●乳がん検診、子宮がん検診を、集団検診、

個別検診で実施した。集団検診について

は、レディースデイとして広報を行った。 

①乳がん検診 

対象者：４０歳以上 

集団検診 実施回数：年間３０回 

受診者数：延べ 1,771 人 

 個別検診 実施期間：4 月～3 月(通年) 

       受診者数：延べ 700 人 

※４０歳代は乳腺が発達していてがんを

見つけにくいため、２方向の乳房 X 線撮

影を実施。 

②子宮がん検診 

集団検診 対象者:20 歳以上(頸部のみ） 

実施回数：年間３５回 

受診者数：延べ 2,188 人 

個別検診 対象者：頸部２０歳以上、 

体部５０歳以上 

        実施期間：４月～３月（通年） 

        受診者数：頸部 1,425 人、 

体部  232 人 

③その他 

●検診機会を拡大するため、土日に９回実

施。 

●子宮がん検診、乳がん検診の個別検診

を、市内の産婦人科、指定医療機関でも

実施した。 

●ヘルスアップ健診（20～39 歳までの若

年者対象の健診を実施。 

 受診者数：627 人 

●女性特有のがん検診（子宮がん・乳がん

検診）節目対象に無料クーポン券の配布

を行った。 

対象者：（子宮頸がん）20、25、30、 

35、40 歳の女性計 2,380 人 

（乳がん）40、45、50、55、

60 歳の女性計 2,333 人 

 ●健康マイレージ制度により健康づくり

の推進をおこなった。 

  参加者数：20 歳以上  2,010 人 

（成果） 

がん検診の受診率

は少しずつ上がっ

てきている。 

健康マイレージの

参加者数は前年度

より増加しポイン

ト集めを楽しみな

がら健康づくりを

継続していくきっ

かけづくりのツー

ルとなった。 

（課題） 

国のがん検診受診

率の目標にまでは

達していない。 

健康マイレージの

参加者は、他の世代

に比べ、20～30 代

の参加者が少ない。 

 

国保年金課 

●集団健診を保健センター・６地区のまちづ

くり推進センター、個別健診を市内指定医

療機関で実施した。 

 ①集団健診：対象者４０～７４歳（年度末

（成果） 

集団検診 995 人 

個別検診 2,375 人

の計 3,370 人の受
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事業番号５３ 

乳がんや子宮がん等

の各種健診・予防／

健康マイレージ制度

による健康づくりの

推進／更年期等に関

する情報提供及び相

談（続き） 

年齢）の国保加入者 

  実施回数：年間１5 回 

 ②個別健診：対象者４０～７４歳（年度末

年齢）の国保加入者 

  期間：６月～３月までの平日毎日（年

末・お盆を除く） 

 ③その他 

  料金は集団・個別健診共に共通で５００

円で統一し、４０・５０・６０歳、７０

歳以上（年齢は年度末年齢）は無料。検

査項目も集団・個別健診は全て同じ。 

  集団健診は土日、個別健診は年間３回の

み一部医療機関で日曜日・祝日も実施。 

④特定健診受診率 

 特定健診受診者 3,486 人 

 特定健診対象者 9,427 人 

 受診率 37.0％ 

 （受診者・対象者は 27 年度一年間国保

の資格を持っている人のみ、受診者に

は特定健診以外に国保ドック助成事

業利用者・職場健診の結果の情報提供

者も含む） 

診 者 が あ り 、 約

37％の受診率であ

った。 

（課題） 

受診者数及び受診

率が伸び悩んでお

り、より一層の啓発

が必要である。 

 

 

 

 

（参考） 

Ｈ26 年度実績 

特定健診受診者 

  3,547 人 

特定健診対象者 

  9,476 人 

受診率 

 37.4％ 

事業番号５４ 

スポーツ教室や健康

づくり教室等の開催 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

スポーツ 

振興課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●地域スポーツ活性化事業として小学生ス

ポーツ教室や健康スポーツ教室を開催し

た。 

・タグラグビー体験教室 

・スポーツゲーム体験教室 

・ジュニア硬式テニス体験教室 

・ソフトボール体験教室 

・ピラティス体験教室 

・ノルディックウォーキング教室 

・ストレッチヨガ体験教室 

●地区スポーツ教室を市内 8 地区で開催し

た。 

対象者：地区住民 

●ミズ・フレッシュスポーツ教室を開催し

た。 

毎週金曜日、年間 48 回 

参加者数：延べ 2,227 人（一般女性） 

      （1/15 現在） 

●若さはつらつ教室 

開催時期：4～11 月 

開催回数：市内 8 会場月２回（太極拳・ヨ

ガ） 

参加定員：各会場 30 名（一般男女） 

参加者数：延べ 774 人 

（成果） 

男女の固定的分担

等にとらわれない

スポーツの特色を

生かし、だれもが参

加しやすい教室や

大会の開催に努め、

スポーツ環境の充

実が図れた。 

（課題） 

参加者に偏りがな

く、多くの市民にス

ポーツやレクリエ

ーション活動の機

会を提供できるよ

う、市報やホームペ

ージ等を使い広報

していく。 
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事業番号５４ 

スポーツ教室や健康

づくり教室等の開催 

（続き） 

 

 

 

 

 

 

 

 

スポーツ 

振興課 

（男性 21 人､女性 753 人） 

●青少年体力づくり事業として少年野球大

会、少女ソフトバレーボール大会、小学生

バドミントン大会を開催した。 

●鳥栖市ロードレース大会をベストアメニ

ティスタジアム発着で開催した。 

対象者：小学生～一般 

参加者数：1,432 人 

●鳥栖市スポーツ・レクリエーション祭を開

催した。 

対象者：一般男女 

参加者数：869 人 

（選手 767 人、役員 102 人） 

●小郡市、久留米市、基山町、鳥栖市の住民

同士の交流を図るため、クロスロードスポ

ーツレクリエーション祭を開催した。 

開催地：小郡市 

●市民体育大会（市民スポーツフェスタ） 

 参加者数：403 人 

 

具体的施策３１ 介護予防の推進 

事業名称／事業内容 担当課 平成 27 年度事業実施状況 成果・課題 

事業番号５５ 

介護予防教室の開催 

 

社会福祉課 

●介護予防事業 

①元気づくり教室の開催 

実施時期：6～12 月  

実施回数：156 回 

参加者数：207 人 

②いきいき健康教室の開催 

  実施時期：5～3 月 実施回数：114 回 

  参加人数：1,652 人 

（成果） 

幅広い年代の参加

者があり、リピータ

ーも増えてきた。 

（課題） 

男性参加者をどう

やってより多く集

めるかが課題であ

る。 

事業番号５６ 

介護予防教室の開催 

 

 

 

 

 

 

 

 

健康増進課 

●介護予防に関する知識を普及啓発するた

めの講座や教室、食や運動教室等の開催を

開催した。（再掲） 

事業を通じて参加者同士の交流を図り、

自主的な取り組みにつなげる等の工夫を

することにより、住民の積極的な参加を促

すなど、地域づくりに資する視点を持ち実

施した。 

健康大学：４回、195 人（延べ 195 人） 

出前講座：21 回、491 人（延べ 491 人） 

自主活動支援：593 回、9,603 人 

（延べ 9,603 人） 

（成果） 

幅広い年代の参加

者があった。 

（課題） 

自主活動支援につ

いてはサークル化

や町単位への拡充

が課題である。 
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基本目標４ 配偶者等に対する暴力の根絶【鳥栖市ＤＶ被害者支援基本計画】 

主要施策１ ＤＶ被害を防止する啓発推進 

具体的施策３２ ＤＶやセクハラ等の防止に向けた意識啓発 

事業名称／事業内容 担当課 平成 27 年度事業実施状況 成果・課題 

事業番号５７ 

ＤＶ防止法やセクハ

ラ防止規程等の周知

／ＤＶの未然防止の

ためのセミナーや講

演会等の開催／女性

に対する暴力をなく

す運動週間期間にお

ける啓発 

 

市民協働 

推進課 

●女性に対する暴力防止に関する啓発を行

った。 

女性に対する暴力をなくす運動期間

（11/12～25）の時期に合わせ、市報１

１月号やホームページにＤＶに関する啓

発記事を掲載するとともに、相談機関を周

知した。また、市内中学校保護者（2000

名）に対しデートＤＶについての啓発チラ

シを配布した。 

●中学生を対象にデートＤＶ防止講演会を

開催した（鳥栖中学校）（再掲） 

 日 時：平成 27 年 12 月 3 日（木） 

講 師：原健一さん（佐賀県 DV 総合対策

センター所長） 

 参加者：500 人 

（成果） 

男女間や友人間で

起こるあらゆる暴

力について学習す

る機会になった。 

事業番号５８ 

ＤＶ防止に関する特

設図書コーナーの設

置 

 生涯学習課 

●男女共同参画に関する図書資料を年次的

に追加し、コーナーの充実を図った。（再

掲） 

●男女共同参画週間等の時期にあわせ、図書

館に特集コーナー：6 月４日～7 月１日、

11 月 3 日～12 月 1 日（再掲） 

（成果） 

多くの来館者に閲

覧、利用してもら

い、知識を高める機

会がつくられた。 

（課題） 

より一層の選書を

行い偏りのない情

報提供に努める。 

主要施策２ 相談体制の充実 

具体的施策３３ ＤＶ被害者支援に係わる相談体制の強化 

事業名称／事業内容 担当課 平成 27 年度事業実施状況 成果・課題 

事業番号５９ 

相談窓口の周知／庁

内相談担当者間の連

携強化／被害者の安

全と安心の確保／相

談のﾜﾝｽﾄｯﾌﾟ化の推

進／被害者の特性に

応じた相談体制の確

立 

 

市民協働 

推進課 

●ＤＶ被害相談窓口の周知 

女性に対する暴力をなくす運動（１１月

１２日～２５日）にあわせ、ＤＶ被害者か

らの相談機関に関する情報を市報やホー

ムページに掲載し、周知を図った。 

●女性総合相談窓口開設啓発カードの設置 

 ・名刺サイズ（２つ折り）1,820 枚 

・市内公共施設及び市内医療機関（64 ヶ

所）の女性用トイレ等に設置依頼。 

●ＤＶ被害相談窓口のワンストップ化 

相談者の負担を軽減し迅速に対応する

ために、関係課と連携して相談窓口のワン

（成果） 

関係課の担当者間

での情報共有を図

ることで「ワンスト

ップ化」に対する意

識が高まり、円滑な

対応につながって

いる。 
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ストップ化に努めた。 

●関係課と情報を共有し、被害者の相談時に

連携を図った。 

事業番号６０ 

庁内相談担当者間の連

携強化／被害者の安全

と安心の確保 

国保年金課 

●関係各課と連携を図り、国民健康保険に関

する相談に応じ、被害者の支援に努めた。 

 

相談件数：３件 

（成果） 

関係課と情報共有

をすることで相談

者の対応がスムー

ズにできた。 

事業番号６１ 

庁内相談担当者間の連

携強化／被害者の安全

と安心の確保 

 税務課 

●各種証明書発行事務については、被害者本

人が来庁した場合のみ発行を行い、その際

は顔写真付き身分証明書の提示を求め本

人確認を徹底している。また、発行前に市

民課へ証明書発行に問題がないか確認を

している。 

●被害者本人以外の者が来庁した場合は、関

係課へ照会するとともに委任状を持参し

ていても証明書等の発行は行わない。 

（成果） 

関係課と情報共有

することで安全の

確保ができた。 

事業番号６２ 

庁内相談担当者間の連

携強化／被害者の安全

と安心の確保 

 

社会福祉課 

●障害者虐待防止センターの設置 

実施日：月～金（土日・祝日・夜間につ

いても対応） 

延べ相談件数：121 件 

●高齢者虐待コア会議の開催 

 延開催件数：7 件 

（成果） 

関係者との協議及

び対応により、虐待

の解消ができた。 

事業番号６３ 

庁内相談担当者間の

連携強化／被害者の

安全と安心の確保／

相談のﾜﾝｽﾄｯﾌﾟ化の

推進 

こども 

育成課 

●婦人相談員の配置、女性総合相談窓口の設   

 置 

実施日：月、水、木、金 10:00～16:00 

期 間：平成 27 年 4 月 1 日から平成 28

年 3 月 31 日まで 

延べ相談件数：156 件 

（成果） 

窓口の統合により

相談者の負担軽減

になった。 

 

事業番号６４ 

庁内相談担当者間の

連携強化／被害者の

安全と安心の確保／

相談のﾜﾝｽﾄｯﾌﾟ化の

推進 

健康増進課 

●連携強化 

・庁内相談担当者会議等の開催がある場合

は出席する。 

・ＤＶ等に関する相談を受けた時は、状況

を把握し（場合によればこども育成課と

同伴で訪問）、関係機関に連絡し、情報

を提供する。 

（成果） 

関係課の情報共有

を図ることで、被害

者の安全確保に繋

がった。 

事業番号６５ 

庁内相談担当者間の

連携強化／学校にお

けるスクールカウン

セラーの配置及び相

談 

学校教育課 

●市内各小中学校へスクールカウンセラー

を配置している。 

 配置数：3 人（臨床心理士） 

 内 容：毎月保護者に周知し、児童・生徒

及びその保護者の相談を受ける。（予約制、

１件１時間程度） 

（成果） 

保護者からは予約

が取れにくいほど

の相談を受けてい

る。 
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事業番号６６ 

庁内相談担当者間の連

携強化／被害者の安全

と安心の確保 

 

市民課 

●DV 被害者に対する住民基本台帳事務にお

ける支援を実施した。 

・市内者（住民票及び附票の交付制限・閲

覧台帳からの削除） 

  前年度からの更新：32 件（91 人） 

  新規申出：9 件（18 人） 

  終了：7 件（11 人） 

・市外者（住民票除票及び附票の交付制限） 

  申出：39 件（86 人） 

  終了：19 件（42 人） 

・相談のうち支援に至らなかった件数：10

件 

●関係課と連絡し支援を行った。 

・関係各課との連携 

  こども育成課：9 件（18 人） 

（成果） 

①関係課とスムー

ズな協議・連携がで

きた。 

②アクロ端末で証

明書発行停止等を

することで、関係課

へ交付制限を周知

徹底し、アクロ端末

のない関係課へ情

報を提供した。 

③新規の相談は、こ

ども育成課の婦人

相談員による聞き

取りを行った。 

（課題） 

①職員が相談を聞

く中で、ＤＶ等の該

当の有無の判断が

困難。 

②更新時に相談機

関の意見欄の証明

をもらうのが困難。 

事業番号６７ 

庁内相談担当者間の連

携強化／被害者の安

全と安心の確保 

建設課 

●ＤＶ被害者等についても、他課と連携し相

談を受け付けている。 

（課題） 

福祉部局との連携

の強化。 

 

具体的施策３４ 女性（母子）に係わる相談機能の充実 

事業名称／事業内容 担当課 平成 27 年度事業実施状況 成果・課題 

事業番号６８ 

相談員や担当職員の

研修等への積極的参

加 

 

 

 

市民協働 

推進課 

●担当職員の研修 

女性の様々な相談に適切に対応するた

め、各種会議及び研修会へ積極的に参加し

た。 

 佐賀県 DV 関係連携会議 ２回 

 DV 研修会及びその他関係会議 2 回 

（成果） 

各種研修会や会議

に参加することで、

DV を取り巻く複

雑な状況への認識

が深まり、適切な対

応と二次被害防止

に対する意識が高

まっている。 

事業番号６９ 

女性相談員の設置と

相談／相談員や担当

職員の研修等への積

こども 

育成課 

●婦人相談員の配置及び女性総合相談窓口

の設置（再掲） 

実施日：月、水、木、金 10:00～16:00 

期 間：平成 27 年 4 月 1 日から 

（成果） 

相談者に対し、より

適切な指導を行え

るようになった。 
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極的参加 

 

平成 28 年 3 月 31 日まで 

延べ相談件数：156 件 

●婦人相談員、母子自立支援員の研修・会議

の参加により、相談員の資質の向上に努め

た。 

婦人相談員：研修会 3 回、会議 3 回 

母子自立支援員：研修会 1 回 

（課題） 

庁内外の関連機関

との連携をより強

める。 

具体的施策３５ 二次被害を起こさないための支援体制の確立 

事業名称／事業内容 担当課 平成 27 年度事業実施状況 成果・課題 

事業番号７０ 

ＤＶ被害者支援マニ

ュアルの作成 

市民協働 

推進課 

こども育成

課 

・実際の業務は関係課で連携・情報共有しな

がら行っているが、マニュアル作成にはい

たっていない。 

（課題） 

H28 年度に検討す

る。 

 

主要施策３ ＤＶ被害者の自立支援 

具体的施策３６ ＤＶ被害者の自立に向けた支援の充実 

事業名称／事業内容 担当課 平成 27 年度事業実施状況 成果・課題 

事業番号７１ 

庁内関係課会議にお

ける被害者支援の検

討／就業支援や法的

支援など必要に応じ

た情報提供 

 

 

 

 

 

 

市民協働 

推進課 

国保年金課 

税務課 

社会福祉課 

こども 

育成課 

健康増進課 

学校教育課 

市民課 

建設課 

（市民協働推進課） 

●実績なし。 

（国保年金課） 

●被害者に対する法的支援制度がないため、 

該当なし。 

（税務課） 

●被害者に対する税法的支援制度はないた

め、該当なし。 

●被害者本人が来庁し、各種証明書の発行を

求めた場合は顔写真付き身分証明書の提

示を求め、市民課へ証明書発行に問題がな

いか確認している。 

（社会福祉課） 

●高齢者に対する暴力や虐待に関して、関係

機関による会議を開催し、善後策を協議・

実施し、被害を含めた関係者の支援を図っ

た。 

（こども育成課） 

●ジョブナビ鳥栖での就労支援 

児童扶養手当受給者 支援対象者数：74 人 

            就職件数：44 人 

（健康増進課） 

●実績なし 

（学校教育課） 

●民生児童委員会（月１回開催）に各校の管

理職が出席し、情報交換を行っている。 

 

（課題） 

庁内連携会議を開

催し、関係課で連携

してＤＶ被害者の

支援をできるよう

情報共有を図る必

要がある。 
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（市民課） 

●実績なし 

（建設課） 

●市営住宅に関する相談に応じ、他課と連携

し被害者の支援に努める。相談実績なし。 

事業番号７２ 

市営住宅への優先入

居等の被害者支援 

 

建設課 

●市営住宅への優先措置（母子・ＤＶ被害者

対象） 

・特定目的住宅として、母子世帯向 11 戸・

多子世帯向 4 戸を確保している。 

平成 27 年度入居実績 なし 

（課題） 

福祉部局との連携

の強化。 

 

主要施策４ 関係機関の連携・協力 

具体的施策３７ あらゆる暴力の早期発見と防止対策 

事業名称／事業内容 担当課 平成 27 年度事業実施状況 成果・課題 

事業番号７３ 

市民相談における早

期発見 

 
市民協働 

推進課 

●多重債務や家庭内のトラブル等の相談を

受ける際には、相談者の言動に注意を払

い、ＤＶ被害者の早期発見に努めた。ＤＶ

被害が認められた場合は、庁内の関係部署

と連携し、専門の相談機関等に関する情報

提供と被害者の安全確保を図った。 

（成果） 

ＤＶ被害と疑われ

る場合は関係部署

と連携することで

早期発見と安全確

保につながってい

る。 

事業番号７４ 

要保護児童等対策地

域協議会の開催 

 

こども 

育成課 

●要保護児童等対策地域協議会（個別ケース

会議）により、要保護児童、ハイリスク家

庭への適切なアブローチを実施した。 

（課題） 

児童虐待が生じる

家庭は、経済問題、

夫婦関係の問題な

ど、多様な問題が複

合的、連鎖的に作用

し、構造的背景を持

っていることが多

い。虐待の要因を的

確に捉え、関係機関

が一体となった積

極的な支援が必要

である。 

事業番号７５ 

各種相談・健診での

早期発見 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健康増進課 

 

 

 

 

 

●訪問事業  

・保健師や助産師によるこんにちは赤ちゃ

ん訪問や育児支援訪問においてＤＶを

意識した問いかけを行っている。 

 

・母子保健推進員の訪問時ＤＶ等の相談の

報告があった場合には、関係機関と連携

をとり、早期発見や防止の対策をとって

いる。 

 

（成果） 

乳幼児の訪問や幼

児健診、育児相談等

でＤＶに関する相

談があり対応した。 

取組により早期発

見等に成果があっ

た。 
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事業番号７５ 

各種相談・健診での

早期発見（続き） 

 

 

 

 

 

 

 

 

健康増進課 

●健診事業 

・１歳６か月児健診、３歳児健診において

は、問診票のチェック、保護者との面接

で早期発見に努めている。 

・こども育成課や保育所、幼稚園などから

事前に情報提供があった場合、１歳６か

月児健診、３歳児健診において特に意識

して対応している。 

●啓発事業 

ほやほや教室での相談や育児相談等で

ＤＶや児童虐待など意識しながら対応し

ている。 

●関係機関との連携 

  ＤＶ被害の疑いがある場合は、こども育

成課や関係団体に情報を提供し、連携をと

っている。 

事業番号７６ 

園児・児童・生徒防

犯防止連絡会議の開

催 

学校教育課 

●児童相談所、鳥栖警察署生活安全課、児童

指導員、スクールカウンセラー、スクール

ソーシャルワーカーと学校や教育委員会

との連携を強めケース会議も積極的に行

った。 

（成果） 

該当する児童生徒

へ適切に対応する

ことができた。 

具体的施策３８ 関係機関との連携の推進 

事業名称／事業内容 担当課 平成 27 年度事業実施状況 成果・課題 

事業番号７７ 

ＤＶ支援機関連携会

議への出席／保健福

祉事務所で開催され

るケース会議等への

出席 

市民協働 

推進課 

こども 

育成課 

●担当職員の研修（再掲） 

女性の様々な相談に適切に対応するた

め、各種会議及び研修会へ積極的に参加し

た。 

 ・佐賀県 DV 関係連携会議 ２回 

 ・DV 研修会及びその他関係会議 ２回 

 

 

 

●婦人相談員、母子自立支援員の研修・会議

の参加により、相談員の資質の向上に努め

た。（再掲） 

婦人相談員：研修会 3 回、会議 3 回 

母子自立支援員：研修会 1 回 

（成果） 

各種研修会や会議

に参加することで、

DV を取り巻く複

雑な状況への認識

が深まり、適切な対

応と二次被害防止

に対する意識が高

まっている。 

（成果） 

相談者に対し、より

適切な指導を行え

るようになった。 

（課題） 

庁内外の関連機関

との連携をより強

める。 
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計画推進体制の整備 

主要施策１ 計画推進体制の充実 

具体的施策３９ 男女共同参画行政推進会議の充実 

事業名称／事業内容 担当課 平成 27 年度事業実施状況 成果・課題 

事業番号７８ 

男女共同参画行政推

進会議の開催 

 
市民協働 

推進課 

●男女共同参画行政推進会議を１回開催し

た。 

・平成 26 年度事業行動計画取組状況調査

結果報告 

・女性の登用状況調査報告及び登用率向上

のための取組み 

●男女共同参画行政推進会議幹事会を２回

開催した。 

 ・平成２８年度市民意識調査内容の検討 

（成果） 

第２次男女共同参

画行動計画の取組

状況等の報告をし、

さまざまな意見を

受けた。 

具体的施策４０ 男女共同参画懇話会との連携 

事業名称／事業内容 担当課 平成 27 年度事業実施状況 成果・課題 

事業番号７９ 

男女共同参画懇話会

の開催 市民協働 

推進課 

●男女共同参画懇話会を３回開催した。 

 第１回：平成 27 年 9 月２8 日（月） 

 第２回：平成 27 年 11 月 25 日（水） 

 第３回：平成 28 年 2 月  5 日（金） 

（成果） 

第２次男女共同参

画行動計画の実施

状況について、さま

ざまな立場から意

見を受けた。 

具体的施策４１ 国・県や市民団体等との連携と協力 

事業名称／事業内容 担当課 平成 27 年度事業実施状況 成果・課題 

事業番号８０ 

国や県、市民団体等

との情報交換 市民協働 

推進課 

●啓発活動については、とす男女共同参画市

民実行委員会へ委託し、セミナー及びフォ

ーラムについては鳥栖市と共催で開催し

た。 

 

（成果） 

多様なセミナー等

を開催できたが、今

後もさらにニーズ

に応じたセミナー

実施していく。 

 

主要施策２ 計画の進捗管理 

具体的施策４２ 計画の進捗管理 

事業名称／事業内容 担当課 平成 27 年度事業実施状況 成果・課題 

事業番号８１ 

実施計画書の策定、

推進状況の報告・評

価 

市民協働 

推進課 

●行動計画及び基本計画に基づく事業につ

いて、各担当課における実施状況・取組に

よる成果および課題を取りまとめた。 

 

（成果） 

男女共同参画行政

推進会議で報告し、

男女共同参画懇話

会において外部評

価を実施した。 
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具体的施策４３ 市民や事業所等の男女共同参画に関する意識調査等の実施 

事業名称／事業内容 担当課 平成 27 年度事業実施状況 成果・課題 

事業番号８２ 

市民意識調査、市職員

意識調査等の実施 
市民協働 

推進課 

●平成 28 年度市民意識調査実施のため、男

女共同参画懇話会及び幹事会において、市

民意識調査（案）を作成した。 

（成果） 

市民意識調査の内

容について、様々な

立場から意見をい

ただいた。 

事業番号８３ 

事業所実態調査の実

施 

 市民協働 

推進課 

商工振興課 

●企業実態調査 

市内企業の従業員数（正規職員、契約社

員、パートタイマー、中高年齢者、障害者）、

平均賃金、福利厚生（定年制度、育児・介

護休業実績、ｾｸｼｭｱﾙﾊﾗｽﾒﾝﾄ対策）等につい

ての実態調査を実施し、労働条件等の把握

に努めた。 

調査数：253 件 回答数：132 件 

回答率：52.2％ 

（課題） 

調査結果の十分な

分析と具体的な活

用方法を検討する。 

 

主要施策３ モデル事業所としての市役所づくり 

具体的施策４４ 仕事と家庭の両立支援の充実 

事業名称／事業内容 担当課 平成 27 年度事業実施状況 成果・課題 

事業番号８４ 

男性職員の育児休

業、出産補助休暇等

の取得の周知／職員

のノー残業デーの推

進／育児短時間勤務

制度の活用 

総務課 

●平成２７年度に策定した「にこにこいきい

き育児支援プログラム（第２期前期）」の

職員へ周知を継続して行い、男性職員が育

児休業を取得しやすい雰囲気づくりに努

めた。 

●子育て支援、職員の健康管理の観点から、

ノー残業デーの徹底を図るとともに、週休

日振替等の運用を図った。 

（課題） 

引き続き、振替の徹

底が必要。 

事業番号８５ 

男女共同参画推進デ

ーの徹底 

 

市民協働 

推進課 

●職員の男女共同参画に対する意識を高め

るために、「男女共同参画推進デー」を推

進している。職員一人ひとりが男女共同参

画について意識する日とし、仕事と生活の

調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進

日として毎月実施している。 

（課題） 

引き続き、周知徹底

が必要。 

具体的施策４５ 市職員における男女共同参画の理解の促進 

事業名称／事業内容 担当課 平成 27 年度事業実施状況 成果・課題 

事業番号８６ 

男女共同参画に関わ

るテーマを設定した

職員研修の実施 
総務課 

●佐賀県男女共同参画推進リーダー研修会

の開催 

 日 時：平成 28 年 2 月 22 日（月） 

 参加者：31 人 

 対象者：女性人材リスト登録者、男女共同

参画懇話会委員、男女共同参画幹事会委

員、男女共同参画実行委員会委員 

（成果） 

男女共同参画社会

の推進に関わる市

民や職員を対象に、

男女共同参画につ

いて理解を深めて

もらう機会がつく

られた。 
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事業番号８７ 

男女共同参画推進の

ためのガイドブック

の充実／男女共同参

画推進デーを利用し

た理解の促進 

市民協働 

推進課 

●「男女共同参画推進デー」を推進している。

職員一人ひとりが男女共同参画について

意識する日とし、仕事と生活の調和（ワー

ク・ライフ・バランス）の推進日としても

位置づけ毎月実施している。（再掲） 

（課題） 

引き続き、周知徹底

が必要。 

具体的施策４６ 女性職員の登用推進 

事業名称／事業内容 担当課 平成 27 年度事業実施状況 成果・課題 

事業番号８８ 

女性職員の管理職へ

の登用 総務課 

●平成 27 年４月及び 7 月に、新たに課長級

に 1 人、係長級に 1 人の女性の登用を行

った。 

●男女の区別なく、個々の能力に応じて人員

配置を行った。 

（成果） 

2 人の女性職員の

登用。 

（成果） 

適正な配置。 

 

具体的施策４７ 職員の人材育成 

事業名称／事業内容 担当課 平成 27 年度事業実施状況 成果・課題 

事業番号８９ 

職員の能力開発研修

への参加促進 

 

関係各課 

（税務課） 

●職員研修について、男女を問わず全ての職

員が均等に参加している。 

（まちづくり推進課） 

●市職員対象の研修会には、男女問わずすべ

ての職員が均等に参加の機会を与えられ

た。プロジェクト等への参加も担当者とし

て参加すべきものは、男女問わずすべての

職員が均等に参加の機会を与えられた。 

（健康増進課） 

●健康増進課は全職員数 14 人中女性が 13

人（男性 1 人）となっている。専門的な各

種研修会をはじめ政策立案等の能力開発

研修などにおいても、女性職員が参加して

いる。 

（商工振興課） 

●職員の各種研修会やプロジェクト等へは、

女性職員の積極的な起用・参加を推進し

た。 

（成果） 

女性が研修の機会

を得やすい職場づ

くりができている。 

事業番号９０ 

職員の能力開発研修

への参加促進 

 
総務課 

●市町村振興協会主催の第１部研修に３人、

市町職員新任係長研修に１人が参加した。 

 また、女性職員向けのキャリアアップ研修

に１０人が参加した。 

●リーダーシップ研修に 7 人、接遇クレーム

対応研修に 2 人、人事評価研修に１９人、

政策形成能力向上研修に 8 人、プレゼンテ

ーション等の研修に１２人が参加した。 

（成果） 

個々の能力向上 

 


